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別紙２ 

平成27年度における主な指導事例 

 

１ 減額（第３条第１号前段） 

Ａ農業協同組合は，自組合が販売する食料品等の納入業者（特定供給事業者）に対し，

仕入伝票ごとに，本体価格の合計に消費税率分を上乗せした額から１円未満の端数を切り

捨てた金額を算出し，これらの仕入伝票ごとの金額を合計した金額を支払っていた。 

 

２ 買いたたき（第３条第１号後段） 

①  船舶製造業を行うＢ社は，船舶に関する配管工事等を委託している事業者（特定供

給事業者）に対し，平成26 年４月１日以後も消費税率の引上げ分を上乗せすること

なく，消費税込みの委託代金を据え置いていた。 

 

②  情報通信業を行うＣ社は，原稿の執筆等を委託している事業者（特定供給事業者）

に対し，平成 26 年４月１日以後も消費税率の引上げ分を上乗せすることなく，消費

税込みの委託代金を据え置いていた。 

 

③  電気機器小売業を行うＤ社は，自社が顧客に賃貸する電気機器のメンテナンス等の

業務を委託している事業者（特定供給事業者）に対し，平成 26 年４月１日以後も消

費税率の引上げ分を上乗せすることなく，消費税込みの委託代金を据え置いていた。 

 

④  養鶏業を行うＥ社は，鶏舎の賃貸人（特定供給事業者）に対し，平成 26 年４月１

日以後も消費税率の引上げ分を上乗せすることなく，消費税込みの賃料を据え置いて

いた。 

 

⑤  金融業を行うＦ社は，法律に関する顧問等を委託している弁護士等（特定供給事業

者）に対し，平成 26 年４月１日以後も消費税率の引上げ分を上乗せすることなく，

消費税込みの委託代金を据え置いていた。 

 

⑥  再生資源卸売業を行うＧ社は，再資源化を行う自動車の納入業者（特定供給事業者）

に対し，平成 26 年４月１日以後も消費税率の引上げ分を上乗せすることなく，消費

税込みの調達代金を据え置いていた。 


